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日本で全肝移植が中止されて久しく、 1993年10月に

九州大学で施行された症例が実に25年ぶりの全肝移植

であった。一方、国内での慢性肝疾患および肝硬変症

による死亡者は年間、 16,000人を越えており、諸外国

のような脳死ドナーによる肝移植がスムーズに遂行さ

れれば、多くの人が救命され、社会復帰が可能な人も

相当数にのぼると推測される。われわれは胆汁性肝硬

変症の症例に対し、米国での肝移植を計画した。実現

には至らなかったが、計画を遂行するうえで、予期し

なかったさまざまな問題が浮き彫りとなった。われわ

れが経験した海外での肝移植を行なうまでの手順と問

題点を提示し、我国における脳死肝移植の現状と脳死

移植の必要性を検討した。さらに、沖縄県における移

植医療の将来と琉球大学の役割について考えてみた。

症　　例

患者は47歳、女性。主訴は腹部膨満と呼吸困難であっ

た。既往歴は、肝内結石症の診断で1980年8月15日に

胆癖摘出、総胆管切石、 Tチューブドレナ-ジ術が行

なわれたが、過残結石に起囲する胆管炎のため入退院

を繰り返し、 1985年までに、経十二指腸乳頭括約筋形

成術、肝外側区域切除術など、 4回の肝胆道糸手術が

施行された。しかし、その後も頻繁に胆管炎発作を繰

り返し、 1993年4月には、腹水、黄症が再燃増悪し、

保存的治療では症状の改善傾向を認めず、同年6月8

日、海外(Los Angels、 UCLA Medical Center)での

肝移植の術前準備のため琉球大学第-外科転院となっ

た。本症は肝内結石に起因する不可逆性の胆汁性肝硬
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変が進行して、非代償期に到達したと診断し、年齢が

47歳と比較的若いことから、肝移植の適応と判断した。

当科入院後より、中心静脈栄養管理下で心不全、胆管

炎に対する保存的治療を行なうとともに、 Los Angels

(以下LAと略記)のUCLA Medical Centerでの肝移

植を行なうための準備にとりかかった。

次に、海外での肝移植を実行するために必要な手順、

その経過で生じた問題点とわれわれの反省点を具体的

に示す。

重症患者の海外撒送の手順と問題点

円滑な搬送を行なうために、那覇・羽田、成田・

LA間の飛行機搬送は同一の航空会社に依頼すること

とした。飛行機内に携帯出来る酸素ボンベは1本、し

かも、その容積、流量、補充圧等に規制があった。入

院時3 3/minの酸素吸入を施行しており、航空会社の
規格ではLA到着までに、 7本の酸素ボンベの機内持込

みが必要と計算され、航空会社にその旨の許可を申請

した。入院時の病状から座位による搬送は困難と判断

されたので、機内では一般座席をはずしてストレッ

チャーを設けることとした。さらに、陸上搬送につい

ては、東京およびLAにおいて、それぞれ搬送車を

チャーターし、飛行機搬送との円滑な連絡のための手

配を行なわなければならず、その手続きは繁雑を極め

た。しかし、われわれの最も重要な責務は日々、変化

する患者の病態が飛行機搬送に耐え得るか否かを正確

に判断することと、搬送計画に則した機内の医療体制

を作ることであった。飛行機内での病態の急変とわれ
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われの不的碓な判断や処置による、飛行計画の変更は

多大な費用を家族に強いるばかりでなく、同乗者への

影響も計り知ず、絶対に避けなければならない事態と

考えられた。

医蝶体制の違いから生じる医療費の問題

米国での肝移植を行なうに際し、根本的問題はその

費用である。おおまかには搬送や海外滞在にかかる費

用と純粋な医療費に分けられる。飛行機搬送の費用は

ストレッチャー作製のためと、出発便をあらかじめ特

定することから、付添人の費用も含め割高となる(忠

者と付添い3名の那覇・LA片道の航空運賃が

¥2,667,000),病態の急変時、飛行計画の変更を余儀

なくされる事態を想定して、賠償費用または特別機の

チャーター費用(約¥15,000,000)を見積る必要もあっ

た。これに救急車のチャーター科、家族の滞在費など

を加えた費用を準備しなければならなかった。医療費

(入院・手術費が$340,000、 6ヵ月の外来通院費が

$36,000)の中に、再手術が必要となった時の費用が含

まれているかどうか問題となったが、全米での肝移植

には平均$267,000(1981年から'86年の平均費用、最

高額が$460,000)の費用が必要であり、約20%の症例

が2回以上の多次肝移植症例であるとの報告l'から判

断し、少なくとも2次肝移植までの費用は含まれると

考えられた。しかし、この医療費の中にはドナーから

の臓器摘出とその保存、輸送にかかる費用(約$10,000)

は含まれていない　UCLA Medical Centerから提示

された医療費が適当な金額なのか否かということであ

るが、国内の肝臓手術症例の医療費から試算して、わ

れわれは提示された医療費が法外な金額だという印象

は持たなかった(安価だとも思えなかったが)。しかし、

日本の保険医療制度では被保険者が実際にかかった医

療費を認識する機会に乏しく、支払った金額が実際の

医療費であると誤解しやすい傾向にあることと、米国

と日本の医療体制についての認識不足から、提示され

た金額は家族にとって、驚惜すべきなにものでもな

かった。

informed consent(以下, ICと略記)の重要性と特殊性

日常の診療でわれわれが行なうICは羅思した疾患の

病態と程度、それに対する必要な治療(この場合は肝

移植)の効果、危険性および転帰に限られる(日本で患

者の経済状態まで言及することはほとんどない。)。肝

移植の必要性、危険性および転帰について、患者、家

族の理解が得られたため、海外での肝移植実現に向け

て動きだした。しかし、当初の見積を上回る莫大な費

用、外国の医療体制に対する考え方のギャップと本症

の肝移植後の不確定な予後が家族に米国での肝移植を

断念させた原因となった。結果的に、患者、家族そし

てわれわれは実現不可能な計画に労力を費やしたこと

になった。その、そもそもの原因は日常の診療では言

及する必要がない、搬送についての手順、医療費、米

国の医療体制についての家族への説明が不十分であっ

たことにある。そのため、家族には安易に肝移植が遂

行できるものとの印象を、患者には将来に対する過大

な希望を与えてしまった。 1989年、厚生省生命倫理懇

談会の報告はICについて、 「患者一人ひとりが自分の

生命の質をどのように選ぶかについて、自己が選択し

決定する権利を持つことを保証することである」 `∠'と

している。海外での肝移植を紹介する場合、われわれ

はこの本質を十分に把握した上でICを行い、患者と家

族に理解と了承を得ることが肝要と考えられた。

救命できる可能性のある症例に対しては最善をつく

すべきとする医者としての使命感とわが国の脳死移植

にかかる閉塞状態から、われわれは困難な海外での肝

移植を計画するに至った。しかし、今回の経験は、肝

移植はもちろんのこと、すべての脳死移植が中止状態

にあるにもかかわらず、海外で脳死移植手術を受ける

日本人が相当数にのぼる、わが国の移植医療の現状が

いかに異常な状況であるかということをわれわれに再

認識させた。われわれは臓器移植法の早期成立を望む

ものであるが、その立法化にあたっては、なお粁余曲

折が予想される。なぜなら、脳矧こ対し、いかに社会

的合意を得るか、脳死移植を日本人の国民性が受け入

れることが出来るか、医療従事者間の意志統一は可能

か、さらには、医師に対する不適当な不信感をいかに

払拭するか、といった問題が山積しているからである。

しかし、日本人の海外での臓器移植に対しては、筆者

らが示した問題点に加えて、高い「円」で臓器を買っ

ているとの外国からの批判があり、外交的な見地から

も、国内での本格的な脳死移植の再開が切望される。

臓器移植法が立法化され脳死肝移植が再開されたと

して、肝移植が一般的な医療として普及するためには、

医療費高騰とドナー不足についての対策は避けて通れ

ない問題である。米国のある地域では、ドナー発生地

の外科医によるドナー手術と移植臓器の定期航空便に

よる輸送を試み、移植成績に影響を与えることなしに

移植臓器の有効利用と医療費の節約に効果:1)を上げて

いる。これは沖縄県の移植医療の将来を考える上で示

唆をあたえる報告と考えられるC　なぜなら、日本の将

来の移植医療については医学的、経済的効率化を計る

ことから、地区単位のセンター化が模索されているが、

沖縄県の地理的特性に係る経費の問題を考えると、本

県におけるドナー発生時の臓器摘出と移植臓器の保存
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輸送については、本県の医療機関が行なわなければな

らない業務になると考えられるからである。そのため

には、本県の医療状況に適したドナー手術に関する専

門医と移植コーディネーターの養成、さらには摘出し

た移植臓器の保存、輸送のシステム化を具体化してい

かなければならない。ドナー不足解消の手だてのひと

つとして、東アジアの近隣諸国と連携した移植医療の

ありかたも模索されてよいはずである。地理的に日本

本土と中国、台湾とのあいだに位置する沖縄県の移植

医療の将来はその意味からの展望も必要となろう。

本症は当初、肝移植が予定されていた手術日の一ケ

月後に肝移植の希望を持ち続けながら、肝不全により

なくなった。われわれは肝移植についての基礎実験の

成果を過去に報告し、新たな研究を継続中であるが、

この貴重な症例はわれわれに現在の移植研究がより臨

床的な視点にたって遂行されなければならないことを
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認識させた。さらに、移植医療は沖縄県および琉球大

学においても近い将来、直面しなければならない医学

的および行政的な事業であることから、本症が琉球大

学における、脳死判定委員会の設置を含めた具体的な

行動の第一歩になればと考え紹介した。
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